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Ⅰ　はじめに
　近年，大学をめぐる様々な状況を反映して，憲
法教育がますます重要になってきている。まず，
司法制度改革に伴う法科大学院の創設は法学部に
おける憲法教育のあり方に再考を迫ることとなっ
た。法科大学院の設置により，法学部はその存立
基盤を問われると同時に，存続するとすれば，ど
のようにして法科大学院とは違った――あるいは
法科大学院への接続を狙った――学部としての憲
法教育を構築していくかという課題に直面してい
る１。
　また，憲法教育は法学部に特化したものではな
い。たとえば教員や保育士になるためには憲法が
必修になっているように，他学部あるいは共通教
育においてもどのような憲法教育を実践してくか
が問われ始めている。
　さらに，政府の進める人権教育は教育現場にも
人権感覚の涵養を求めている２。これは，いわゆ
る「知育」３レベルの憲法教育から，「教養として
の憲法」という教養科目としての憲法教育を要請
している４。
　このように，様々な角度から憲法教育のあり方
が問われているわけであるが，以上に共通する前
提問題として取り上げるべき課題がある。すなわ
ち，憲法の学習が高校から既に始まっていること
を踏まえて，それを大学でどのように教えるべき
かという問題である。もちろん，学部や科目名の
違いによって憲法教育の内容を検討していくこと
も重要なのであるが，それを行うに際し，まずは
高校と大学の憲法教育を接合させる必要がある。

　ところが，憲法教育の現場では，このことにつ
いて，多くの憲法学者があまり関心を抱いていな
いか，関心を持っているとしても，それを解決す
るために何かしようという動きが――少なくとも
表立っては――あまりみられない５。そのため，
高校を卒業したばかりの学生にどのように憲法を
教授していけばいいのかという問題について，本
来は十分真剣に問われるに値する問題であるにも
かかわらず，大学教員や憲法学者にはその答えが
見いだせていないように思われる。その背景に
は，大学法学部における憲法教育の意義という法
学（部）専門教育に固有の問題のみならず，広く
学校教育で憲法を教えることの意義に関する高校
側と大学側とのコンセンサスの欠如という問題状
況があると言えるだろう。
　かかる状況を前提としたとき，本稿としては，
大学における憲法教育のあり方について検討する
ためには，高校までの憲法教育の分析に焦点を当
てる必要があると考える。それは高校において憲
法教育がいかに行われてきたかという点につい
て，大学で教える側の理解を深めるためである。
具体的には，高校教科書における憲法（学）に関
する記述をキーワードごとに分析し，その頻度や
説明の深度について具体的に調査することで，現
在の憲法学の通説との違いの有無や，高校と大学
での憲法教育の相違の適否などの検討である。た
だし，他方で本稿としては，一定の方法論なしに
そのような分析作業を行うべきでもないと考えて
いる。なぜならば，高校の教科書の記述を所与の
ものとすべきではないからである。つまり，高校
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教育という制度枠組みの中で，一定の制度趣旨や
規範的枠組みの中に高校教科書の記述の一つひと
つは位置付けられるのであって，これを所与のも
のとして扱うことは，そのような教育制度に対し
て無反省であるのみならず，現行制度を絶対化す
るような態度に転化しうるからである。要するに，
法教育の制度的枠組みそれ自体についても法学的
な批判的検討が必要なのである。
　そこで，本稿は学校教育における憲法（学）教
育が現在どのように受け止められているのかとい
うことと，高校という教育制度の趣旨・目的は何
かということを確認するという，高校教科書分析
のための準備作業を行っておきたい。具体的には，
まずは，憲法教育をめぐる状況の変化を確認し，
憲法教育のあり方を今改めて問い直すことの必要
性をⅡで確認する。それを踏まえてⅢでは，その
ための方策の一つとして，高校教科書を見ること
の重要性について論じる。最後に，Ⅳにおいて，
大学における憲法教育を実りあるものとするため
には高校教育をどのように捉えるべきかについて
整理することにしたい。

Ⅱ　憲法教育を取り巻く状況
１．法・人権教育の重視傾向
　⑴　法教育
　まず，近年の法教育重視の状況を踏まえる必要
がある。北川善英が整理するように，近年の法教
育重視の背景としては，その目的・内容を異にす
る三つの潮流――①1990年代前半から，社会科教
育研究者と初等中等教育教員によって研究・実践
されてきた法教育，②1990年代前半から，法律家
団体によって提起・推進されてきた司法教育，③
司法制度改革の一環として提起された司法教育―
―があるが６，ここでは，国家的取組みとしての
③に注目してみたい。
　2003年７月，「我が国の学校教育等における法
及び司法に関する学習機会を充実させるため，こ
れらに関する教育について，教育的観点をはじめ，
社会的に幅広い観点から調査・研究・検討を行う
ことを目的」とする法教育研究会７が法務省にて
発足した。そしてこの法教育研究会の成果を引き
継ぎ，2005年５月，「裁判員制度をはじめとする

各種司法制度改革の成果を国民に身近なものとす
るため，広く国民の皆様に対して法教育を普及す
るための施策に取り組む必要があること」を踏ま
え，「法教育の実践の在り方について研究し，現
場の取り組みを支援」するために，法教育推進協
議会が設置され，現在も活動を続けている８。こ
のように，国家的取組みとして，法教育の充実に
向けた動きが進んでいることが確認できる９。
　ここで法教育とは，「法律専門家ではない一般
の人々が，法や司法制度，そしてこれらの基礎に
なっている価値を理解し，法的なものの考え方を
身に付けるための教育を特に意味するもの」であ
り，「法曹養成のための法学教育などとは異なり，
法律専門家ではない一般の人々が対象であるこ
と，法律の条文や制度を覚える知識型の教育では
なく，法やルールの背景にある価値観や司法制度
の機能・意義を考える思考型の教育であること，
社会に参加することの重要性を意識付ける社会参
加型の教育であることに大きな特色がある。」と
される10。
　これらの法教育の対象として主に想定されてい
るのは初等中等教育段階の児童・生徒であるが，
法教育の要請が日本における「法化」の進展に伴
う社会的要請であるとすれば11，大学生にとって
もそれが必要であるということはいうまでもない
だろう12。
　⑵　人権教育
　さらに，2000年に「人権教育及び人権啓発の推
進に関する法律」が制定されたことが示している
ように，法教育とともに，人権教育もまた近年重
視されているということも見逃せない。
　人権教育とは「『人権尊重の精神の涵養を目的
とする教育活動』を意味し（人権教育・啓発推進
法第２条），『国民が，その発達段階に応じ，人権
尊重の理念に対する理解を深め，これを体得する
ことができるよう』にすることを旨としており（同
法第３条），日本国憲法及び教育基本法並びに国
際人権規約，児童の権利に関する条約等の精神に
則り，基本的人権の尊重の精神が正しく身に付く
よう，地域の実情を踏まえつつ，学校教育及び社
会教育を通じて推進される」教育をいう13。同法
上，人権教育を行う主体として，「学校教育」が
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掲げられていることからもわかるように，大学も
また，人権教育を推進していくことが求められて
いるといえる。
　⑶　法教育・人権教育と憲法
　このように，法教育，人権教育の重要性が謳わ
れる昨今にあって，大学におけるその受け皿とし
て期待される科目の一つが「憲法」の講義である
と思われる。というのは，大学において憲法を学
ぶのは法学部生に限られず，教員免許の取得を目
指す学生も日本国憲法を履修しなければならない
こと14，公務員試験などの資格試験対策として履
修する学生も多いと思われること，そして，教養
科目として憲法を必修化している大学が多いから
である15。
　それでは，大学において，いかなる憲法教育が
なされるべきなのだろうか。これを考えるにあ
たっては，次に述べる大学を取り巻く昨今の状況
の変化を踏まえなければならない。

２．大学を取り巻く状況
　⑴　「学士力」
　2008年12月24日，中央教育審議会は，第67回総
会において，「学士課程教育の構築に向けて」と
いう答申を行った16。そこでは，「学士課程教育
の構築が，我が国の将来にとって喫緊の課題」と
いう認識のもとに，「第一に，グローバルな知識
基盤社会，学習社会において，我が国の学士課程
教育は，未来の社会を支え，より良いものとする

『21世紀型市民』を幅広く育成するという公共的
な使命を果たし，社会からの信頼に応えていく必
要がある。第二に，高等教育のグローバル化が進
む中，学習成果を重視する国際的な流れを踏まえ
つつ，我が国の学士の水準の維持・向上のため，
教育の中身の充実を図っていく必要がある。第三
に，少子化，人口減少の趨勢の中，学士課程の入
口では，いわゆる大学全入時代を迎え，教育の質
を保証するシステムの再構築が迫られる一方，出
口では，経済社会から，職業人としての基礎能力
の育成，さらには創造的な人材の育成が強く要請
されている。第四に，教育の質の維持・向上を図
る観点から，大学間の協同が必要となっている。」
との認識が示された17。そのうえで答申は大学に

対し，①学士課程教育における方針の明確化（教
育課程の体系化，単位制度の実質化，教育方法の
改善，成績評価），②高等学校段階の学習成果を
把握・評価したうえで入学者受入れの方針の明確
化等を求めたのである18。
　中教審が示した上述のような「学士力」なる概
念は，大学を取り巻く状況の変化を背景に提唱さ
れたものである。確かに，いわゆる「ゆとり教育」
という名のパターナリスティックな国の教育行政
の（必然的）帰結としての学生の学力不足，また，
いわゆる「就活」言説が示すように，学士課程の
約半分近くを就職活動に費やす学生が多いという
状況，また，従来の日本の大学が担ってきたとさ
れる「エリート選別機能19」が，「学歴インフレ」
の進行によって損なわれた結果，大学の「選抜機
能の偏重と教育機能に関する真摯な自問の欠如」
という根深い問題が露わになっている20という現
状認識に直面したとき，大学としても，改めて大
学で学ぶということの意味を考えなければならな
いと思われる。その意味で，「学士力」という言
葉は，――その意味内容，そしてこの言葉自体の
必要性に疑問が多々残るところではあるが――大
学が変化する社会状況に直面し改革の必要を感じ
ていることの象徴的に示す言葉であるとみること
ができる。
　そして，この要求に応え，学士課程教育の充実
を図るためには全学的な取り組みが必要なことは
いうまでもないが，個々の教員にも，自分が担当
する講義の中で可能な限り，工夫や努力をするこ
とが求められる21。本稿の対象である憲法教育も，

「学士力」の保証という観点から，今一度そのあ
り方を考えるときが来ているように思われる。
　⑵�　法科大学院設置後の（法）学部における法
（学）教育

　また，司法制度改革の一環として，新たな法曹
養成機関である法科大学院が大学に設置されるこ
とになったことにより，法曹養成としての法学教
育と学部教育，とくに法学部での教育との役割分
担，そして，教養としての憲法教育との関係も，
これまでとは異なっていくと考えられる。
　法科大学院とは，法曹養成に特化した高度専門
教育を行う学校教育法上の学校であり，2004年４
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月から設置されている。年限は３年（短縮型で２
年）であり，学位としては「法務博士」という独
自の専門職学位が付与される。法科大学院が作ら
れた趣旨は，司法試験という「点」に着目した法
曹の選抜ではなく「プロセス」として法曹育成を
行えるようにすることである。このような法曹教
育の目的は，21世紀の日本社会に法の支配が根付
くための司法的基盤を支える法曹を質・量ともに
豊かなものにするためであるとされており，法科
大学院は公平性・開放性・多様性を確保するもの
とされている22。ここで多様性が強調されている
のは，法学以外の様々な分野の学問を学んだ者や
社会での経験を積んだ者を広く受け入れ，法曹全
体の視野を広げたいということを意味している。
以上に挙げた点などをみると，法科大学院という
のは，要するにアメリカのロースクールをイメー
ジした学校であるということができる。
　他方で，アメリカの大学には法学部がない。こ
こに，現在の法学部をどう考えるかの問題が生じ
ることになる。つまり，法科大学院が設置された
結果，専門的な法学教育を行う学校が２か所，つ
まり大学法学部と法科大学院という「教育目的を
異にした法学教育機関が併存する他国に例を見
ない事態の異常性23」が指摘されるような状況と
なった。そこで，今後の法学部はどうあるべきか
について，一方で法学部廃止論24が，他方で法学
部存続・改革論25が主張されているのである26。
　本稿ではこの論点に深くは立ち入らないが，こ
の議論の根底には，大学教育における「法学」教
育の意義という問題の層，「法学部」における「法
学」教育の意義という問題の層，そして，第三に，
学部における「法教育」の具体的内容という問題
の三層が関係しているのであり27，これは取りも
直さず，大学教育における「憲法」教育の意義，「法
学部」における「憲法」教育の意義，そして学部
全般における「憲法」教育の内容や方法を考える
必要性を示唆しているものといえよう。

３．大学における憲法教育をめぐる議論
　それでは，大学における憲法教育はどうあるべ
きなのだろうか。この点，とりわけ法科大学院の
設置と前後して，法学部の意義を問い直す動きと

ともに，憲法教育のあり方について，憲法学者や
法学者からの提案が見られる。その多くは法学部
改革論と軌を一にして主張されているのである
が，ここでは，とりわけ憲法教育について述べら
れた議論を見てみよう。
　たとえば，憲法学者の長岡徹は，従来の「法学
部での憲法の授業は，これまでも，日本国憲法の
解釈論を中心としながらも，近代立憲主義の歴史
や原理，比較憲法的視角を重視して行われてき
た……。その意味では，ロースクール登場後も憲
法の授業に大きな変化はなさそうである。ただ
し，精緻な解釈論よりも，憲法の歴史的・原理的
考察の比重が高まることになろう。」と指摘して
いる28。
　同じく憲法学者の常本照樹と木下智史の対談で
は，次のように述べられている。法学部が輩出す
るのは「ジェネラリスト」であるとしても，法化
現象の進む社会では，彼らにも一定の法的知識が
必要であり，またそのような状況の中，憲法が社
会に根付くためには，専門的な知識を持った市民
が多数必要であるので，彼らを輩出するべき法学
部では，細かい憲法解釈学をやる必要はないとは
言えず，憲法全体の構造や，最高裁判例の流れ及
びそれを批判的に検討できる知識は，法学部教育
の課題である，と29。他方では，法学部では実定
法の骨太の教育の他に，基礎法学や政治学関連の
科目が中心となり，従来のような細かい解釈論で
はなく，「社会とのかかわりを見据えたうえでの，
まさに原理原則に関わる教育」が行われることに
なろう，とも述べられている30。
　他方，行政法学者の阿部泰隆は，「憲法学では
難しい理論を教えすぎる。しかも立法裁量に逃げ
る。もっと実定法を分析して，立法裁量を限定す
る作業こそが必要である」と述べている31。この
発言は，行政法（憲法）が法曹・行政・社会に浸
透するべきであるとした上で，特に行政法学は変
わらなければならないと述べている文脈の中で，
次のように理解することができる。すなわち，学
部学生にはものの考え方を多面的に教える必要が
あるので，今後は，古色蒼然とした行政法学を教
えるべきではなく，解釈法学のみならず立法学・
政策法学的な視点から教える必要もある，という
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のである。したがって，憲法教育に即していうな
らば，憲法解釈学の細かな学説を一々教えるので
はなく，憲法の枠の中で・あるいは憲法的価値を
促進するような政策立案やその過程，つまり立法
学的・憲法政策学的センスも扱うべきである，と
いうことを示唆していると考えられる32。
　この点，法科大学院のモデルとなったアメリカ
のロースクールではどうなっているのであろう
か。上述のように，アメリカには法学部はなく，
法曹志望者は専門的法学的知識のないままロース
クールに進むことになるのであるが33，このとき，
アメリカのロースクールでは憲法を１年次の必修
としているところが半数に満たないとされる。た
だし，憲法は必修となっているところがほとんど
である。つまり，最初に訴訟法等の基礎的知識を
身につけてから法的素養としての憲法を学ぶとい
うスタイルになっているようである34。

４．憲法教育に求められること
　さて，以上のように，大学における憲法教育の
あるべき姿をめぐって様々な議論が展開されてお
り，しかもそれらの指摘は，現実の教育実践を踏
まえた提言であるだけに，にわかにはその優劣を
判断し難い。確かに，法の基本原則・基本的価値
を教えることがまずもって重要だ，というのはそ
うではあろうが，これらを学ぶためには，実は一
つひとつの判例を丹念に分析するとか，細かな学
説の違いを押さえるとか，そういった地道な方法
が，案外近道だったりするかもしれないし，他方
で同時に，法解釈の教育に偏重すべきではなく，
広く社会の状況を認識した上で法学が持ちうる効
果を考えることも必要ではあろう。
　また，そもそも，いかなる教育方法が最も効果
的かつ有効であるかは，一義的には確定しないも
のであるし，学生や教員の資質，地域等によって
も変化する。それ故，こうした検討を行うこと自
体に意味があるのかは一応問題となりうる。しか
し，そうした問題があるということが，これまで
通りの講義を漫然と行ってさえいればよいという
ことを意味しないはずである。より「よい」――
あるいは上述のような社会的・文化的・政治的背
景に照らして「適切な」――講義をしていくため

の努力は惜しむべきではない。
　以上の認識を踏まえ，本稿は，あるべき憲法教
育を提示するのではなく，それを行う前提として

4 4 4 4 4 4 4 4 4 4

押さえておくべきと考える情報は何かを明らかに
することを試みる。すなわち本稿は，いかなる憲
法教育を具体的にどのように展開するのかは，各
大学の教員それぞれが，――上述した状況を踏ま
えつつ――オリジナリティを発揮して，学問の自
由の行使として自由に行うことを承認する。しか
し，憲法教育を実際に展開するに当たっては，大
学に入学してくる者――とりわけその多くが高校
を卒業したばかりの者――が，これまでにいかな
る憲法教育を受けてきたのかを正確に理解するこ
とが，教育を実りあるものとするために必要不可
欠であるように思われる35。大学にとっての最大
の「顧客」が，高校時にどれだけ憲法を学修して
きたのか，そしていかなるニーズを有しているの
かをきちんと踏まえることが，実りある憲法教育
の第一歩なのではないだろうか36。
　そうだとすれば，必要なことは，高等学校にお
いてどのような憲法教育が現実に行われているの
かについての精確な理解であろう。そしてそのた
めに必要なことは，実際に高校の現場をフィール
ド調査し，取り扱われている憲法に関連する領域，
教えられ方，時間等を把握することである。この
ことは，とりわけ初年次に憲法教育を行う場合，

「高等学校や他大学からの円滑な移行を図り，学
習及び人格的な成長に向け，大学での学問的・社
会的な諸経験を成功させるべく，主に新入生を対
象に総合的につくられた教育プログラム」あるい
は「初年次学生が大学生になることを支援するプ
ログラム」として説明される高大連携37という観
点からも重要である。
　しかし，そうした調査を行う時間も能力も筆者
らにはない。そこで本稿が着目するのが高校で使
用される教科書である。次章では高校教科書に着
目することの意義について，教育制度におけるそ
の位置付けを通して考えてみたい。

Ⅲ�　高校生の学修内容の把握――日本の
教育制度から

　高校生の憲法についての学修度を把握するため
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には，何よりもまず，日本の教育に関する法制度
を把握することが必要である。そこで本章では，
日本の教育に関する法制度について概観すること
にしたい。そして，この概観を通じて，高等学校
の「教科書」における憲法の扱われ方を見ること
の重要性を指摘する。なお，ここでは現行の教育
に関する法制度の把握を目的としているため，そ
の規範的評価を行わないことをあらかじめ断って
おく38。

１．教育に関する法制度
　憲法26条１項は，「すべて国民は，法律の定め
るところにより，その能力に応じて，ひとしく教
育を受ける権利を有する」と規定するとともに，
２項において，「すべて国民は，法律の定めると
ころにより，その保護する子女に普通教育を受け
させる義務を負ふ。義務教育は，これを無償とす
る」と定める。この規定の意味については，子ど
もが教育を受けて学習し，人間的に発達・成長し
ていく権利である学習権を保障したものと捉え，
親や教師，国家は，教育する権利（権限）ではな
く，子どもの学習権を充足するための責務を負う
とする理解が一般的である39。そして具体的な教
育制度は，「法律の定めるところにより」具体化
されることになる。
　そして，この憲法規定の具体化としてもっとも
重要な法律が教育基本法である。教育基本法は，
法形式上は法律であるが，他の教育関連法律とは
違う，特別な位置付けがなされている。すなわち，
教育基本法は，憲法の精神を具体化するものであ
ることをその法文自体がうたっており，さらに教
育に関する法のまさに基本法

4 4 4

として，教育法の解
釈運用に関して常に参照されるべき法律という位
置付けである40。
　そして，憲法及び教育基本法の理念を具体化す
るために多くの法律が制定されている。具体的に
は，学校教育に関する法律（学校教育法，私立学
校法），教職員に関する法律（地方公務員法，教
職員免許法，地方公務員特例法等），教育行政に
関する法律（地方自治法，地方教育行政の組織及
び運営に関する法律等），教育への助成に関する
法律（義務教育費国庫負担法，義務教育諸学校の

教科用図書の無償措置に関する法律，私立学校振
興助成法等），社会教育に関する法律（社会教育法，
図書館法等）などといった法律を挙げることがで
きる41。ここで，本稿の関心に照らし重要なこと
は，これらの法律を基にして高等学校における教
育内容がどのようにして決定されているのか，で
ある。

２．学習指導要領の法的位置づけ
　高等学校の教育内容は，学習指導要領によって
決められている。学習指導要領とは，「教育過程
に関する事項は文部科学大臣が定める」と規定す
る学校教育法33条（小学校），中学校（48条），高
等学校（52条）を根拠に，小学校，中学校，高等
学校それぞれについて，「教育課程の基準として
文部科学大臣が別に公示する小学校学習指導要領
によるものとする」と定める学校教育法施行規則

（小学校は52条，中学校は74条，高等学校は84条）
を根拠として，文部科学大臣によって出される告
示42である43。
　学習指導要領は，1947年，「学習指導要領一般
編（試案）」として，当時の文部省によって出さ
れたものが最初であるが，この「試案」は，「戦
前の教育のあり方を反省しつつ，『手びき』ある
いは参考書としての性格」を持つものであった。
しかし，「1958年版学習指導要領の改訂にさいし
て，文部省は，学習指導要領を文部省告示として
官報に掲載し，法規性・法的拘束力を主張するよ
うになった」とされている44。
　学習指導要領は告示という形態をとっているた
め，その法的拘束力が従来から問題となっており，
主として行政解釈と教育法学会との間に対立がみ
られた。すなわち，学習指導要領についての行政
解釈は，上記のような法構造のもとで，告示形式
で制定された法規命令であり，法的拘束力を持つ
としたのに対し，通説的な教育法学では「教科教
育内容についての基準であり指導要領は指導助言
的基準の告示にすぎず，教育内容についての権力
的決定は教科名までを限界とする『学校制度的基
準説』」が提唱され，行政解釈に対抗するという
構図ができていたのである45。
　この対立については，いわゆる伝習館高校事
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件46において，最高裁がその法的拘束力を認める
ことで，一応の決着が付けられている47。
　この事件は，教科書から離れた授業，成績評価
について一律評価，建国記念日を否定する趣旨の
呼びかけ，マルクス・エンゲルスの著書のレポー
トを提出させるなどの教育を行ったため，福岡県
教育委員会から懲戒処分を受けた教師らが，教師
には教科書使用義務はなく，学習指導要領は法的
拘束力を有さないから，懲戒処分は法律上の根拠
を欠く違法な処分であるとして訴訟を提起した事
案である48。
　最高裁は，学習指導要領について，学校教育法，
学校教育法施行規則の委任に基づいて，「文部大
臣が，告示として，普通教育である高等学校の教
育の内容及び方法についての基準を定めたもの
で，法規としての性質を有するものということが
できる」とした原審を正当として是認した49。こ
れにより，――その善し悪しは別として――法的
には，教師は学習指導要領に従って教育を行う義
務が課されているのであり，教師の教育の自由は，
学習指導要領を具体的に授業に反映させる際に，
発揮されるべきものとして位置づけられることに
なったのである。

３．学習指導要領における憲法の扱われ方
　それでは，その学習指導要領において憲法はど
のように扱われているのだろうか。本稿では，現
行の学習指導要領とともに，平成21年３月９日に
公示され，平成25年４月１日の入学生から年次進
行により段階的に適用される新学習指導要領50も
見ていくことにする51。この新学習指導要領のも
とで憲法の教育を受けた生徒は，平成28年度以降
に大学に入学することになるが，それまでの間は，
現行学習指導要領に基づいて教育を受けた生徒が
大学に入学することになる。
　さて，学習指導要領において，憲法が主として
扱われる教科は，「公民」である。公民は，「人間
の尊重と科学的な探究の精神に基づいて，広い視
野に立って，現代の社会と人間についての理解を
深めさせ，現代社会の基本的な問題について主体
的に考え公正に判断するとともに自ら人間として
の在り方生き方について考える力の基礎を養い，

良識ある公民として必要な能力と態度を育てる。」
ことを教育の目標とする教科であり52，「現代社
会」「倫理」「政治・経済」という３つの科目（各
２単位）により構成される53。憲法は，このうち，
特に「現代社会」と「政治・経済」において扱わ
れている54。
　⑴　現代社会
　まず，「現代社会」から見てみることにしよう。
現行学習指導要領で憲法が取り上げられると思わ
れる箇所として，取り扱うべき内容の「⑴現代に
生きる私たちの課題」のなかの「ウ　現代の民主
政治と民主社会の倫理」及び「エ　国際社会の動
向と日本の果たすべき役割」を挙げることができ
よう。すなわち，ウでは「基本的人権の保障と法
の支配，国民主権と議会制民主主義，平和主義と
我が国の安全について理解を深めさせ，日本国憲
法の基本的原則について国民生活とのかかわりか
ら認識を深めさせるとともに，世論形成と政治参
加の意義について理解させ，民主政治における個
人と国家について考えさせる。また，生命の尊重，
自由・権利と責任・義務，人間の尊厳と平等，法
と規範などについて考えさせ，民主社会において
自ら生きる倫理について自覚を深めさせる」とさ
れ，エでは，「世界の主な国の政治や経済の動向
に触れながら，人権，国家主権，領土に関する国
際法の意義，人種・民族問題，核兵器と軍縮問題，
我が国の安全保障と防衛，資本主義経済と社会主
義経済の変容，貿易の拡大と経済摩擦，南北問題
について理解させ，国際平和や国際協力の必要性
及び国際組織の役割について認識させるととも
に，国際社会における日本の果たすべき役割及び
日本人の生き方について考えさせる」とされてい
る。ここで挙げられている「基本的人権の保障」，

「法の支配」，「国民主権」，「議会制民主主義」，「平
和主義」，「生命の尊重」，「自由・権利と責任・義
務」，「人間の尊厳と平等」，「法と規範」，「我が国
の安全保障」といった概念が憲法と深く関わるも
のであることはいうまでもない。その他にも，「イ
現代の経済社会と経済活動の在り方」において，
租税や雇用・労働問題を扱うとされているが，こ
れも憲法と深く関わるテーマである。
　次に新学習指導要領を見てみよう。まず，新た
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に科目の導入部分において，「現代社会における
諸課題を扱う中で，社会の在り方を考察する基盤
として，幸福，正義，公正などについて理解させ
るとともに，現代社会に対する関心を高め，いか
に生きるかを主体的に考察することの大切さを自
覚させる」との記述が加えられている。幸福・正
義・公正という概念は憲法学にとっても重要な概
念である。次に，内容⑵「現代社会と人間として
の在り方生き方現代社会について，倫理，社会，
文化，政治，法，経済，国際社会など多様な角度
から理解させるとともに，自己とのかかわりに着
目して，現代社会に生きる人間としての在り方生
き方について考察させる」とされ，法について明
示的な言及がなされている。そして，「イ　現代
の民主政治と政治参加の意義」において「基本的
人権の保障，国民主権，平和主義と我が国の安全
について理解を深めさせ，天皇の地位と役割，議
会制民主主義と権力分立など日本国憲法に定める
政治の在り方について国民生活とのかかわりから
認識を深めさせるとともに，民主政治における個
人と国家について考察させ，政治参加の重要性と
民主社会において自ら生きる倫理について自覚を
深めさせる」とされ，「ウ　個人の尊重と法の支配」
では，「個人の尊重を基礎として，国民の権利の
保障，法の支配と法や規範の意義及び役割，司法
制度の在り方について日本国憲法と関連させなが
ら理解を深めさせるとともに，生命の尊重，自由・
権利と責任・義務，人間の尊厳と平等などについ
て考察させ，他者と共に生きる倫理について自覚
を深めさせる」とされている。そして，「ウにつ
いては，法に関する基本的な見方や考え方を身に
付けさせるとともに裁判員制度についても扱うこ
と」とされている点が注目される。
　その他，「エ　現代の経済社会と経済活動の在
り方」では，「政府の役割と財政・租税」，「雇用，
労働問題，社会保障」について理解を深めさせる
とされ，「オ　国際社会の動向と日本の果たすべ
き役割」でも，「人権，国家主権，領土に関する
国際法の意義，人種・民族問題，核兵器と軍縮問
題，我が国の安全保障と防衛及び国際貢献」につ
いて理解させることとされている。
　⑵　政治・経済

　次に「政治・経済」を見てみよう。現行学習指
導要領の「政治・経済」においては，取り扱うべ
き内容「⑴現代の政治」において，「現代の日本
の政治及び国際政治の動向について関心を高め，
基本的人権と議会制民主主義を尊重し擁護するこ
との意義を理解させるとともに，民主政治の本質
について探究させ，政治についての基本的な見方
や考え方を身に付けさせる」という目標が掲げら
れている。そして，そのなかの「ア　民主政治の
基本原理と日本国憲法」という項目において，「日
本国憲法の基本的性格と国会，内閣，裁判所など
の政治機構を概観し，政治と法の機能，人権保障
と法の支配，権利と義務の関係，議会制民主主義
について理解させ，民主政治の本質や現代政治の
特質について探究させるとともに，政党政治や選
挙などに着目して，望ましい政治の在り方及び主
権者としての参政の在り方について考察させる」
とされている。また，「イ　現代の国際政治」の
箇所においても，「国際政治の動向，人権，国家
主権，領土などに関する国際法の意義，国際連合
をはじめとする国際機構の役割，我が国の防衛を
含む安全保障の問題について理解させ，国際政治
の特質や国際紛争の諸要因について探究させると
ともに，国際平和と人類の福祉に寄与する日本の
役割について考察させる」として，憲法上の安全
保障の問題に関する点についても取り扱うことと
している。さらに，取り扱うべき内容「⑶現代社
会の諸問題」の「ア　現代日本の政治や経済の諸
課題」において，「大きな政府と小さな政府，少
子高齢社会と社会保障，住民生活と地方自治，情
報化の進展と市民生活，労使関係と労働市場，産
業構造の変化と中小企業，消費者問題と消費者保
護，公害防止と環境保全，農業と食料問題などに
ついて，政治と経済とを関連させて考察させる」
とされ，また，「イ　国際社会の政治や経済の諸
課題」では，「地球環境問題，核兵器と軍縮，国
際経済格差の是正と国際協力，経済摩擦と外交，
人種・民族問題，国際社会における日本の立場と
役割などについて，政治と経済とを関連させて考
察させる」とされているが，これらも憲法と関連
してくる。
　新学習指導要領ではどうだろうか。まず，取り
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扱うべき内容「⑴現代の政治」において，「ア　
民主政治の基本原理と日本国憲法」という項目を
設け，「日本国憲法における基本的人権の尊重，
国民主権，天皇の地位と役割，国会，内閣，裁判
所などの政治機構を概観させるとともに，政治と
法の意義と機能，基本的人権の保障と法の支配，
権利と義務の関係，議会制民主主義，地方自治な
どについて理解させ，民主政治の本質や現代政治
の特質について把握させ，政党政治や選挙などに
着目して，望ましい政治の在り方及び主権者とし
ての政治参加の在り方について考察させる」とあ
り，憲法全般について取り扱われていることが分
かる。また，「３　内容の取扱い」において，「ア
の「法の意義と機能」，「基本的人権の保障と法の
支配」，「権利と義務の関係」については，法に関
する基本的な見方や考え方を身に付けさせるとと
もに，裁判員制度を扱うこと」とされている点も
注目される。「イ　現代の国際政治」でも，「国際
社会の変遷，人権，国家主権，領土などに関する
国際法の意義，国際連合をはじめとする国際機構
の役割，我が国の安全保障と防衛及び国際貢献に
ついて理解させ，国際政治の特質や国際紛争の諸
要因について把握させ，国際平和と人類の福祉に
寄与する日本の役割について考察させる」として，
憲法上の安全保障の問題に関する点についても取
り扱うこととしている。
　このように，高等学校では学習指導要領によっ
て，公民科目において憲法を学ぶこととなってお
り，以上から明らかなように，憲法について広く
全般的に学習することが求められている。そし
て，そのようにして憲法を学んだ生徒が大学に進
学し，一般教養科目や専門科目として，憲法を学
ぶことになるのである。

４．教科書
　以上でみたように，高等学校では，学習指導要
領に基づき，公民科目において憲法の学習が行わ
れるが，具体的にどのように憲法を学んできてい
るのだろうか。言うまでもなく，現場の個々の教
師はそれぞれの仕方で教育を行っているため，そ
の具体的内容を把握するのは困難である。そこで
ここでは，教科書における憲法についての記述を

見ることの必要性を確認することで，高等学校に
おける憲法教育の実態について，――不十分であ
ることを自覚しながらも――接近を試みることが
可能であることを，教育制度に即して説明するこ
とにしたい。
　⑴　教科書とは？
　教科書とは，「小学校，中学校，高等学校，中
等教育学校及びこれらに準ずる学校において，教
育課程の構成に応じて組織排列された教科の主た
る教材として，教授の用に供せられる児童又は生
徒用図書であり，文部科学大臣の検定を経たもの
又は文部科学省が著作の名義を有するもの」であ
り（教科書の発行に関する臨時措置法２条），学
校教育法により，小学校（34条），中学校（49条），
高等学校（62条）において，使用する義務が課さ
れている著作物である。
　この教科書使用義務について，教育法学では，
学校で教科書を使用する場合には，上で定義され
た「教科書」を使用しなければいけないと規定す
るにとどまり，必ず教科書を使用した教育を行わ
なければならないことを意味しないという説が通
説であった55。しかし，上述した伝習館高校事件
判決において最高裁は，学校では必ず教科書を使
用しなければならないとともに，その教科書は上
で定義された「教科書」でなければならないとい
う解釈を採用した56。すなわち，最高裁は，「学
校教育法51条により高等学校に準用される同法21
条が高等学校における教科書使用義務を定めたも
のであるとした原審の判断は，正当として是認す
ることができ，右規定をそのように解することが
憲法26条，教育基本法10条に違反するものでない
ことは，前記最高裁判決の趣旨に徴して明らかで
ある」と述べたのであるが，原審では，教科書使
用義務について，次のように述べていたのである。
少々長いが引用しよう。

　　普通教育においてはその機会均等の確保と一定

水準の維持という目的があり，この観点から普通

教育である高等学校教育の内容として本件学習指

導要領が定められていることは，既に述べたとお

りであるところ，右のとおり教科書は本件学習指

導要領の目標及び内容によつて編成されているの
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であるから，これを使用することは，右目的に対

して有効なものというべきであり，更に，教授技

術上も教科書を使用して授業をすることは，教師

及び生徒の双方にとつて極めて有効である。

　　したがつて，前記学教法21条１項，51条は，その

文理解釈からもそうであるように，高等学校教育

において教師は教科書を使用する義務があること

を定めたものと解するのが相当である。……

　　そこで，如何なる場合に教科書を使用したとい

うことができるかという教科書の使用形態につい

てみるに，当事者双方はそれぞれその使用形態を

挙げて主張するが，教科書使用義務を認めるのは，

前記のように教育の一定水準の維持等という目的

と教授技術上の有効性にあるのであるから，教科

書のあるべき使用形態としては，授業に教科書を

持参させ，原則としてその内容の全部について教

科書に対応して授業することをいうものと解する

のが相当である。

　　……このように，教科書を使用するとは，原則

としてその内容の全部について授業することをい

うものであるが，このことをなした上，その間に，

教師において，適宜，本件学習指導要領の教科，

科目の目標及び内容に従つて，教科書を直接使用

することなく，学問的見地に立つた反対説や他の

教材を用いての授業をすることも許されると解す

るのが相当である57。

　このような意味での教科書使用義務を前提にす
るのならば，法律上，高等学校の生徒は，――そ
の是非はともかく――学習指導要領に基づいて作
成された教科書を使用して，憲法について学習し
てきている，ということになるはずである。
　⑵　教科書検定制度
　それでは具体的に，教科書はどのようにして作
成されるのだろうか。ここでは教科書検定制度を
概観することにしよう。
　周知のように，教科書は，検定を受けて採択さ
れるものである。教科書の検定とは，民間で著作・
編集された図書について，文部科学大臣が審査し，
合格したものを教科書として使用することを認め
ることであり，こうした検定を制度化したものが，
教科書検定制度58である。現在の教科書検定制度

は学校教育法，教科用図書検定規則59に基づいて
運用されている60。この制度に基づく教科書検定
の過程は，次のとおりである61。
　まず民間の教科書発行者が，研究者や教師を集
め，学習指導要領や教科用図書検定基準等をもと
に教科書の執筆を行い，文部科学省に検定申請を
行う。そして，検定申請された図書について，文
部科学省は，教科用図書検定調査審議会に諮問を
行うとともに，文部科学省の教科書調査官による
調査が行われる。審議会での審議を経て，合否修
正意見を含む答申が文部科学省に対して行われ，
これに基づいて文部科学大臣が検定を行うことと
なっている。
　検定済教科書は科目ごとに数種類存在するた
め，その中から学校で使用する教科書について，
公立学校については所管の教育委員会が，国・私
立学校については学校長が決定（採択）する。採
択された教科書の需要数は文部科学大臣に報告さ
れ，その集計結果に基づき，大臣は各発行者の発
行すべき教科書の種類や部数を指示し，各学校に
供給されることになる。
　⑶　教科書検定基準
　この教科書検定制度の過程において，文部科学
省は教科図書検定基準と学習指導要領に基づいて
審査をする。文部科学省は，教科図書検定基準と
して，平成21年３月４日文部科学省告示第33号62

で義務教育諸学校教科用図書検定基準を，平成21
年９月９日文部科学省告示第166号で高等学校教
科用図書検定基準63を定めている。ここでは，後
者について見てみよう。
　高等学校教科用図書検定基準は，その総則部分

（第１章）で「……知・徳・体の調和がとれ，生
涯にわたって自己実現を目指す自立した人間，公
共の精神を尊び，国家・社会の形成に主体的に参
画する国民及び我が国の伝統と文化を基盤として
国際社会を生きる日本人の育成を目指す教育基本
法に示す教育の目標並びに学校教育法及び学習指
導要領に示す目標を達成する」という目的で教科
書を審査するとしている。
　そして，第２章「各教科共通の条件」では，各
教科共通の具体的な検定基準が示されている。ま
ず，①教育基本法及び学校教育法との関係につい
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ては，「⑴教育基本法第１条の教育の目的及び同
法第２条に掲げる教育の目標，…学校教育法に定
める各学校の目的及び教育の目標に一致している
こと」が求められている。②学習指導要領との関
係については，「⑵学習指導要領の総則に示す教
育の方針や各教科の目標に一致していること。⑶
高等学校学習指導要領に示す教科及び科目の「目
標」に従い，学習指導要領に示す科目の「内容」
及び「内容の取扱い」に示す事項を不足なく取り
上げていること。⑷本文，問題，説明文，注，資料，
作品，挿絵，写真，図など教科用図書の内容には，
学習指導要領に示す目標，学習指導要領に示す内
容及び学習指導要領に示す内容の取扱いに照らし
て不必要なものは取り上げていないこと」を基準
とすること，さらに③心身の発達段階へ適応した，
情操の育成について必要な配慮をした内容である
ことが求められている。その他，義務教育諸学校
教科用図書検定基準と同様に，選択・扱い及び構
成や配列，正確性及び表記・表現，各教科固有の
条件など細かな基準が設けられている64。
　さらに公民科に関しては，学習指導要領が政治・
経済の中でいうところの「現代社会の諸課題」（「大
きな政府・小さな政府」や「地球環境」など，国内・
国際の諸問題について政治と経済を関連させて考
察させる部分）については，学習指導要領で列挙
されている諸課題すべてを取り上げ，学習するこ
とができるように配慮したものであることを，教
科書に対して求めている点が注目される。
　以上のような検定基準にしたがって，教科書検
定が行われており，文部科学大臣は合格・不合格
の決定を行っているのであるが，以上から，先に
述べた学習指導要領を反映した著作物が，教科書
として流通しているということが確認できる。
　⑷　教科書検定制度の合憲性
　それでは，この教科書検定制度は，判例上どの
ように評価されているのだろうか。この点を確認
するため，家永教科書訴訟について簡単に概観し
ておこう。家永教科書訴訟は第一次訴訟から第三
次訴訟まである65。
①　第１次訴訟
　まずは第１次訴訟である。家永三郎（元東京教
育大学教授）は，1952年以降，高等学校日本史の

教科書『新日本史』（三省堂）の執筆・改訂をお
こなってきたが66，1960年の学習指導要領改正を
機に全面的に教科書を書き換え，1962年に三省堂
から検定申請を行った。しかし，1963年に文部大
臣により不合格決定を受けたため，修正を加え再
び検定申請を行ったところ，290か所の検定意見
を付され，条件付き検定合格となった67。そのた
め，以上の２つの処分（不合格決定及び検定意見）
によって教育の自由，表現の自由，学問の自由を
侵害されたことを理由に，国を相手に損害賠償請
求を行った。
　東京地裁は，検定意見の一部に裁量権の範囲を
逸脱した違法があったとして請求を一部認容した
が，学問の自由と教授の自由，教育の自由は同一
ではなく，大学よりも下級の教育機関については
教育の本質上一定の制約を伴うことは当然である
としたうえで，教科書検定は申請図書が教育基本
法や学校教育法の趣旨に合致し，教科書に適する
ものであるかどうかを審査・判定する制度である
ため，思想審査を本来の目的とするものではなく，
制度自体
4 4 4 4

は憲法21条２項の検閲にはあたらないと
した68。家永は控訴したが東京高裁69はすべて棄
却し，最高裁70も家永の訴えをすべて棄却したた
め，家永の全面敗訴となった71。
②　第２次訴訟
　次に第２次訴訟であるが，これは，1966年にな
された『新日本史』の改訂（23か所）について，
一部不合格処分（６か所）を受けたため，これを
不服とした家永が国を相手にその処分の取り消し
を求めた訴訟である72。争われた記述が少なかっ
たために第１次訴訟よりも早く下された東京地裁
判決は，教科書検定の制度自体

4 4 4 4

は，執筆者の思想
内容の審査にわたらない限り検閲とはいえず違憲
とはいえないとしたが，「教科書検定における審
査は教科書の誤記，誤植その他の客観的に明らか
な誤り，教科書の造本その他教科書についての技
術的事項および教科書内容が教育課程の大綱的基
準の枠内にあるかの諸点にとどめられるべきも
の」とした上で，本件各検定不合格処分を「教科
書執筆者としての思想（学問的見解）内容を事前
に審査するものというべきであるから，憲法21条
２項の禁止する検閲に該当」するとして，適用上

4 4 4

，
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憲法に違反する検閲に該当するとして不合格処分
を取り消した73。
　これに対して国は控訴したが，東京高裁判決は，

「その準拠とすべきものの定める裁量の範囲を超
えたか否か，濫用に出たものか否かは司法審査の
対象となる事項であり，その審査の結果が右の範
囲を超えまたは濫用に出たと判断される場合には
違法とされ，取消の裁判がなされる」とした上で，
本件検定処分は，文部大臣自ら判定した教科書検
定基準等の定めによらず，またみずから設けた裁
量の範囲を超えた違法なものであり，裁量権の濫
用であるとし，控訴を棄却した74。
　その後国は上告したが，最高裁は教科書検定に
おける審査基準である学習指導要領がすでに全面
的に改正・実施されているため，改正前の学習指
導要領のもとでなされた改訂検定不合格処分の取
消を求めることに訴えの利益が認められるかにつ
いて再度審理する必要があるとして，原判決を破
棄し，東京高裁に差し戻した75。差戻審では処分
の取消しを求める訴訟についての訴えの利益を欠
いているとして，家永の訴えを却下した76。
③　第３次訴訟
　最後に第３次訴訟は，1980年度新規検定条件付
合格処分の際に付された検定意見，1982年度の正
誤訂正申請不受理，1983年度改定検定条件付合格
処分の際に付された検定意見により表現の自由等
を侵害されたとして，家永が国を相手に損害賠償
を提起した事件である77。まず第１審は，教科書
検定の制度自体

4 4 4 4

は，憲法21条２項，23条，26条に
違反しないとした。そのうえで，文部大臣の検定
処分につき，検定意見に合理的な根拠があると求
められる限り，原則として裁量権の範囲の踰越な
いし濫用による違法があったものとすることはで
きないとしたが，本件検定のうち，「草莽隊」に
関する検定意見は，「学界の状況の誤認により事
実の基礎を欠いたか又は学界の一般的状況や原稿
記述の有する根拠など当然考慮すべき事項を考慮
しなかつたものであつて，社会通念上著しく妥当
性を欠き，裁量権の範囲を超え又はこれを濫用し
たものといわざるをえない」として，文部大臣の
裁量権が違法であるとの判断を下し，原告の請求
のうち一部を認容した78。

　この判決を不服とした家永は控訴したが，控訴
審も教科書検定の制度自体

4 4 4 4

は合憲であるとしつつ
も，1980年検定における「草莽隊」の検定意見に
ついて，その判断過程に「看過し難い過誤」があ
るとし，南京大虐殺」に関する記述については，
原稿記述が意図するところと全く異なった記述に
改めさせられる結果となったことから，裁量権の
濫用であるとした。また，1983年検定における「日
本軍の残虐行為」に関する記述についても，判断
過程に「看過し難い過誤」があるとして，裁量権
の濫用であるとし，原判決を変更し，控訴人の請
求を一部認容した79。
　最高裁も，教科書検定の制度自体

4 4 4 4

は憲法には違
反しないとしつつ，検定処分の判断過程に「看過
し難い過誤」がある場合に限り裁量権の濫用にあ
たるとしたうえで，文部大臣が「731部隊」に関
する記述を全部削除する必要がある旨の修正意見
を付したことについて，その判断過程に「看過し
難い過誤」があり，裁量権の範囲を逸脱した違法
があると判断した80。
　⑸　教科書裁判の整理
　以上３つの訴訟において主たる争点となったの
は，①教科書検定制度自体

4 4 4 4

が違憲かどうか，②教
科書検定制度の適用・運用が違憲もしくは教育基
本法に違反するかどうか，③当該検定処分等が裁
量権の範囲を逸脱した違法なものであるかであ
る。
　まず①については，３つの訴訟にいずれも最高
裁は一貫して合憲であるとの判断を下している。
②についても，適用違憲であると判断した第２次
訴訟第１審判決を除いては，違憲もしくは教育基
本法に反するものではないと判断されている。た
だし，第３次訴訟最高裁判決では，「本件検定が，
制度の目的及び趣旨に従って行われる限り」とい
う留保つきで，「それによって教科書の執筆等に
一定の制約が生じるとしても，適用上違憲になる
ということはない」とされている。また，第三次
訴訟第一審判決でも，「教科書記述を誤つた知識
や一方的な観念を植え付けるような内容のものと
する意図の下に付されたり，学問介入ないし思想
審査を目的として付されたものであると認めるに
足りる証拠」がある場合に，第２次訴訟第１審判
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決でも，「教科書検定における審査は教科書の誤
記，誤植その他の客観的に明らかな誤り，教科書
の造本その他教科書についての技術的事項および
教科書内容が教育課程の大綱的基準の枠内にある
かの諸点にとどめられるべきものであって，審査
が右の限度を超えて，教科書の記述内容の当否に
まで及ぶとき」には，「教科書執筆者としての思
想（学問的見解）内容を事前に審査するもの」と
して，違憲又は違法となるとしている。
　以上のように①，②の点について，３つの訴訟
はその結論においてほぼ差は無い。そのため，結
論を分けたのは，③具体的事実関係における裁量
権の逸脱・濫用の有無である。そして，その判断
基準については，各訴訟で判断基準が異なってい
る。すなわち，第１次訴訟控訴審判決と第２次訴
訟控訴審判決は，判断の妥当性，目的違反，平等
原則違反があった場合に裁量の逸脱・濫用がある
という基準（いわゆる踰越・濫用型審査）を用い
たのに対して，第１次訴訟最高裁判決，第３次訴
訟控訴審判決，第３次最高裁判決においては，判
断過程における「看過し難い過誤」の有無という
判断基準（いわゆる実体的判断過程統制審査）が
用いられており，第３次訴訟第１審判決もほぼ同
様の基準を用いている81。
　⑹　教科書検定制度の意味とそれを見る意義
　以上，高校生の学修内容を把握するために，日
本の教育法制度に即して瞥見してきた。簡単にま
とめると，①憲法及び教育基本法で示された理念
を具体化するために，②学校教育法に基づいて文
部科学大臣が「教育過程に関する事項」を，③学
習指導要領というかたちで告示し，④その学習指
導要領に沿った内容の教科書が採択され，⑤現場
でそれを用いた授業がなされる，という構造のも
と，高校生は憲法について学習する，ということ
を確認した。
　ただ，ここで注意しておきたいのは，学習指導
要領と教科書が必ずしも同一ではない，というこ
とである。もちろん，教科書作成は，学習指導要
領の各記載を踏まえてなされているし，高校教育
の現場でも，教師は学習指導要領に則り，教科書
を使用して，授業が行われることにはなる。しか
し，教科書は，各生徒が社会をどのように見つめ

てどのように理解するかについての強力なガイド
になるとは考えられない。学習指導要領が各生徒
に求めるような仕方で政治・経済を「理解」「自覚」

「考察」するという営みは，教科書からというよ
りはむしろ，各教室での教師と生徒との対面から
生まれてくるという可能性がより大きいと思われ
るからである。極論すれば，教科書が最もその真
価を発揮するのは，事実上，大学入試の範囲を決
定すること，つまり暗記すべき単語のラインナッ
プをそろえること，にあるのではないかと思われ
る82。
　そうだとすると，教科書に何を記載するかどう
かというのは，高校教育の規範的な基礎的知識（つ
まり高校生が知っておくべき知識）として，「誰
が何を選択するか」という問題に帰着することに
なるといえるだろう。教科書検定に関する判例で
も，上述したように，検定制度自体の合憲性では
なく，検定が文部（科学）大臣の裁量権の範囲内
でなされているか否かということが主たる問題で
あった。つまり，教科書に書き入れるべきものは
基本的には大臣（国）が決定するが，憲法・教基
法その他の法令や学習指導要領があり，また学問
のうちに客観的基準がある以上，教科書に書き入
れるべき内容はある程度客観的に決まるはずであ
り，その部分に関しては裁量統制というかたちで
の司法審査が及び，大臣の決定を覆しうる，とい
うことである83。したがって，おおざっぱに言え
ば，学問的真偽に関わる問題には大臣（国）の判
断が及びづらいのに対して，大臣（国）がより自
由に判断できうるのは，高校生の心身の発達状況
に応じた教育的配慮に由来する「高校生」の知っ
ておくべき知識の水準の決定，という場面である
ということができるかもしれない。
　これら判決の出した個々の結論，論理には批判
も多いが84，その是非はともかくとして本稿の関
心からいえば，第一次訴訟第一審判決，第二次訴
訟第一審判決等において，教師の学問の自由およ
び教授の自由を認めたうえで，高等教育機関であ
る大学と，初等中等教育機関の児童・生徒との理
解力の差に言及しつつ，子供の成長に応じた教育
的配慮が重要であるとしたことが目にとまる85。
本稿は，いうなればまさにこの「教育的配慮を実



－14－

鹿児島大学教育学部教育実践研究紀要　第20巻（2010）

践」すべく，高大接続の憲法教育を検討している
からである――つまり，国による「教育的配慮」
＝学習指導要領及び教科書検定が必要とされる高
校と，それが必要ではない大学という大きな違い
を，憲法教育という具体的場面においてどのよう
に接続するか，の検討である。このように，教科
書を基に高大接続の憲法教育を検討することは，
教育改善のみならず，教授の自由を積極的に意味
あるものとして実現していく契機にもなろう。

Ⅳ．むすびにかえて
　以上でみたように，高等学校において生徒は，
教育法制度上
4 4 4 4 4 4

，学習指導要領に基づき作成され，
検定を受けた教科書を使用して行われる授業のな
かで憲法の教育を受けている。それゆえ，大学に
おける憲法教育の最大の潜在的顧客である高校生
の学修度やニーズを押さえるためには，高等学校
の教科書における憲法の扱われ方，具体的には，
高等学校の「公民科目」のうちの，「現代社会」
と「政治・経済」の教科書における記述内容を整
理・分析することが有益であり必要である。たし
かに，政治・経済の教科書執筆経験のある戸松秀
典が指摘するように，現実に執筆された教科書が，

「頁数に厳しい制約があるにもかかわらず，他社
の教科書に引けを取らないよう万遍無く，憲法全
体にふれた記述内容とするため，おそろしくゆと
りのない内容となってしまっている。さらに，大
学受験にかかわる要因もからんで，体系性が重視
され，憲法知識を教え込むための教科書となって
いる」のかもしれない86。しかしながら，少なく
とも，高等学校における教科書が，何を，どのよ
うな記述の仕方で説明し，あるいは説明していな
いのかを把握することには，大学の学部における
憲法教育を考えるにあたって相応の意義があると
思われる87。つまり，大学の学部教育における憲
法教育が何を第一に教え，何を発展的に理解させ
ればよいのかということを考えるための考慮事項
として，高等学校における教科書を分析すること
には意義があると思われる88。そして，検定制度
の概観を通じて明らかにしたように，教科書とし
て流通しているものは複数存在しているため，そ
のような調査を行うにあたっては，教科書採択率

を踏まえて，複数の教科書に当たることが必要で
ある。
　もっとも，この手法はあくまで教育法制度的な
建前を前提としたものであるから，現実の憲法教
育を必ずしも反映したものとはいえない89。特に，
上述した法制度の枠内で，教師は教育の専門職と
しての自律性90を背景に授業を行っているのであ
り，そのあり方も千差万別であろう。さらに，教
育制度の建前（学習指導要領）からすると，高校
での公民教育は，ただただ言葉を覚えるだけでは
なく，現代社会の諸課題について主体的に考えさ
せるような内容になっている（現代社会では「…
について自覚を深める」，政治・経済では「…に
ついて考察させる」といった言葉が学習指導要領
の中では多用されている）のであるから，その分，
高校教師の個性や自律性は大きな役割を果たすべ
きものとみなされていると言える。
　そこで，以上の調査を補完するうえでも，何ら
かの形での実態調査が重要となろう。たとえば，
大学における憲法の講義の初回に，これまでどの
ような憲法教育を受けてきたのかについて学生か
らアンケートをとるなどの方策が有益であろう。
こうした調査については今後の課題としたい。
　しかし他方で，建前としての教育制度をどこま
で前提としてよいか，ということについてもまた
考える必要があろう。公民科は，高校生であれば
必ず履修することにはなっているものの，大学進
学希望者にとっての高校の勉強は，その大部分が
大学入試の準備というモチベーションに専ら支え
られており，したがって，公民科目を大学受験で
選択しなかった大学生にとっては，真面目な学習
の対象ではなかった可能性が高い。このような現
実の前に，教育制度上の建前は無力である。また，
大学全入時代において，公民・政経を必死に勉強
してきたことを多くの学生に期待することも非現
実的である。
　そして，学習指導要領それ自体のうちに，すで
にある種の価値選択が行われているということも
忘れるべきではないだろう。つまり，「公民」と
いう名称である以上，その内容は公民教育に重点
が置かれることになるであろうし，このことから，
現代社会や政経で「民主政治」というキーワード
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が頻出することも理解できよう。しかし，たとえ
ば大学における憲法教育で，「民主政治」という
言葉は，それほどに頻出用語であろうか。いやむ
しろいささか奇妙な響きすら感じられるのではな
いだろうか。この点は，憲法教育と，高校までの
公民教育との差異を見極める上でも重要な点かも
しれない。
　しかしいずれにしても，学習指導要領や教科書
検定制度の究極的根拠が一定の教育水準を維持す
ることにあることに鑑みれば，その水準として実
際に求められている憲法教育のレベルはどの程度
のものなのか，そしてそれは妥当か，ということ
を検討し分析することは，大学における憲法教育
に意義づけを行うために，そして高大接続の充実
した憲法教育を展望するために，欠かすことので
きない視点であるといえるのではないだろうか。
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とされているわけである。関連して，小笠原正「憲
法教育と教育職員免許法」永井憲一還暦記念『憲
法と教育法』167頁（エイデル研究所，1991年）
等を参照。
15　斎藤一久「法教育における憲法教育と憲法学」
法学セミナー 662号29頁（2010年）。斎藤は，「2009
年度の法学部・教育学部１年生が４万人ずつおり，
その他の学生を加えても，年間の憲法学の履修者
は大まかに見積もって12万人程度ではないかと推
測される」とする。
16　中央教育審議会「学士課程教育の構築に向
けて」（平成20年12月24日）。http://www.mext.
go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/_
icsFiles/af ieldf ile/2008/12/26/1217067_001.pdf

（以下，中教審答申）。
17　中教審答申・前掲注（16）１頁。なお，同答申
は，各専攻分野を通じて培うべき学士課程共通の
学習成果に関する参考指針として，①知識・理
解（多文化・異文化に関する知識の理解／人類の
文化，社会と自然に関する知識の理解），②汎用
的技能（コミュニケーション・スキル／数量的ス
キル／情報リテラシー／論理的思考力／問題解決
力），③態度・志向性（自己管理力／チームワーク，
リーダーシップ／倫理観／市民としての社会的責
任／生涯学習力），④統合的な学習経験と創造的
思考力の４つを示している（12－13頁）。
18　中教審答申・前掲注（16）８－37頁。
19　日本のような後発先進国では，産業の近代部
門と前近代部門とで生活水準に激しい格差があ
り，このことを背景として，大学（特に人文・社
会科学系）にエリートの選別機能を託されてきた
結果，大学は学ぶ場所ではなく，エリートになる
ための単なる関所であった，と指摘されている。
那須耕介「非法律家にとって法学学習の意味につ
いて」法哲学年報『法哲学と法学教育』61－62頁（有
斐閣，2006年），（なおここでドーア（松井弘道訳）

『学歴社会　新しい文明病』（岩波同時代ライブラ
リー，1990年），天野郁夫『学歴の社会史―教育
と日本の近代』（平凡社，1992年）などが引用さ
れている）。
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20　中教審答申・前掲注（16）63頁。
21　この点につき，中教審答申は，「個々の科目
についても，その目標や，内容・水準が判然とし
ないことがあり，単位の互換性や通用性の面で
も，支障が生じかねない。」としている（前掲注⒃，
15頁）。さらに，「専門教育については，大学院の
役割が大きくなっており，学士課程教育では，完
成教育よりも，専門分野を学ぶための基礎教育や
学問分野の別を超えた普遍的・基礎的な能力の育
成が強調されている。そこで，教育課程の体系性
に関しても，学問の知識の体系性だけでなく，当
該大学の教育研究上の目的に即して，専攻分野の
学習を通して，いかに学生が，学習成果を獲得で
きるかという観点に立つことが一層大切となる。」
とする（同上）。
22　 司 法 制 度 改 革 審 議 会「 意 見 書 」（2001年 ）

（http://www.kantei.go.jp/jp/sihouseido/report/
ikensyo/index.html）を参照。（以下，意見書）。
23　大塚滋「日本型法科大学院と日本の法学教育」
法哲学年報・前掲注（19）５頁。
24　法学部廃止論は次のように主張する。現在の
ように両者並立する場合，高度の法学教育を行う
のが法科大学院であるならば，初歩的な法学教育
を行うのが法学部ということになるだろうが，そ
の程度の教育のためにわざわざ学部を充てる必要
はない。また現行の法科大学院制度では，他学部
出身者（法学未修者）が入学した場合，１年の勉
強で法学既習者に追いつくことが想定されている
ことからすると，要するに法学部での教育は１年
で習得可能な内容に過ぎないことを意味してい
るのであり，やはり法学部は不要である。米倉
明『法科大学院雑記帳―教壇から見た日本ロース
クール』139頁以下（日本加除出版，2007年）参
照。また，阿部泰隆「大学改革と公法学教育」公
法研究68号79頁以下（2006年）は，学部学生が学
問を専門とするわけではなく，卒業後も様々な分
野に進出するのであるから，大学は法律，経済，
経営などすべてをまとめて教えるべきであるとし
て，「こんなもの要らない，法学部」の標語の下，
社会科学総合学部の構想を示している。
25　法学部改革・存続論は，法学部及びその卒業
生がこれまでに担ってきた一定の役割を強調し，

当然法科大学院時代に合わせた改革をしながら
も，その存続の必要性を説く。すなわち，法の専
門的教育は法科大学院で行うことを前提に，学部
ではたとえば，法の基本原則や，基礎的かつ実用
的な内容を教える（吉村良一「法科大学院設置後
の法学部教育」法律時報75巻４号76頁（2003年），
木佐茂男「人材養成から見た公法学教育の課題」
公法研究68巻43頁（2006年）），法を扱う際の「ハー
ト」の部分を養成する（常本照樹・木下智史「対
談・法科大学院構想と憲法教育」法律時報72巻８
号10頁17頁（2000年）〔常本発言〕），基礎法学な
どの「学問的」な法学教育を行う（山田卓生「法
科大学院と法学部のゆくえ」法学セミナー 607号
43頁（2005年））といったものである。また，法
学部の役割が，法的な素養を有するジェネラリス
ト養成であるということが，法科大学院設立によ
り，明確となったという理解もある（市川正人「法
曹養成と大学教育」法律時報臨時増刊『シリーズ
司法改革Ｉ　法曹養成　ロースクール構造』60頁

（2000年），大久保史郎「法科大学院構想と法学教
育の課題」法律時報72巻８号７頁（2000年）など
を参照）。
26　もっとも，法学部における法学教育のあり方
は，これまでも問題となってきた。そこで指摘さ
れてきたのは，法学教育の目的が明確に設定され
ていないことを根本的な原因として，法律家志望
者とそうでない者の教育が分化されていないこ
とであった。橋本公亘「法学教育」塩見俊雄編

『岩波講座　現代法６　現代の法律家』325頁（岩
波書店，1966年），大村敦志『「法と教育」序説』
150－180頁（商事法務，2010年）等参照。そうだ
とすると，法律家志望者の教育を法科大学院に特
化させた場合における学部の法学教育のあり方に
関心が向かうのは必然であろう。この点について
詳細に検討したものとして，大塚滋「日本型法学
部の法学教育に関する反省と提案」東海法学33号
145頁（2005年）が参考になる。
　法科大学院設立後の学部における法学教育につ
いての各大学の見解として，「アンケート／大学
と法学教育」法律時報72巻８号80頁（2000年）が
参考になる。なお，司法制度改革審議会の意見書
において，「法科大学院導入後の法学部教育につ
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いては，法科大学院との役割分担を工夫するもの
や，法学基礎教育をベースとしつつ，例えば，「副
専攻制」の採用等により幅広い教育を目指すもの
など，それぞれの大学が特色を発揮し，独自性を
競い合う中で，全体としての活性化が期待される」
と述べられているように，法学部存続は一応の前
提とされている点には留意が必要であろう。（意
見書・前掲注（22）71頁）。
27　このような三層の問題は，第一の層が，一応，
第二，第三の層の基礎となる関係にあるといえる。
つまり，法科大学院の出現は，法学部のみならず
学部課程において，あるいは学校教育において法
学教育がどのような意義を持つのか，どのような
理念を持つべきなのか，という第一の層の問題を
改めて我々に問うているといえるだろう。ただし，
第一の層が第二の層を包摂すると見るならば，法
学部不要論に近づくことになる。つまり，法学部
に意義があるとすれば，第二の層が第一の層と区
別されるべき固有の意義があると言えなければな
らない。なお，法学部不要論に対しては，「非現
実的」であるとか（山田・前掲注（25）42頁），「ス
クラップ・アンド・ビルドではなくリフォーム」（高
橋智也「法学部の授業はどうなるのか？民法」法
学セミナー 593号48頁（2004年））すべきとされ
ているが，問題は，法学部を残すことの積極的意
味如何である。これを示すために，法学部が果た
してきた役割，あるいは今後果たすべき役割が強
調されることになる。まず前者について，アメリ
カでは法律はロースクール出身者によって独占さ
れ一般市民は縁遠いようであるが，日本では法学
部という，法曹と一般市民との接点があると指摘
され，これが日本の法の支配に役立つと指摘され
ている。これに対しては，政府の下請け的な「擬
似的法の支配」を助長してきたとの評価もなされ
ている（萩原金美「法学教育に対する司法制度改
革のインパクト」法哲学年報・前掲注（19）36頁）。
後者については，学部及びその卒業生が準法曹・
非法曹の専門職となり，法曹と素人との媒介役を
果たすことで「法の支配」のすそ野を形成する可
能性（那須・前掲注（19）68－９頁）法学部教育改
革の方向性として「クライエントの視点からの法
学教育」の可能性（仲正昌樹「半外部の視点から

みた法学教育」法哲学年報・前掲注（19）55頁）な
ど議論されている。
28　長岡徹「法学部の授業はどうなるのか？――
憲法」法学セミナー 593号47頁（2004年）。
29　常本，木下・前掲注（25）13－４頁〔木下発言〕。
30　常本，木下・前掲注（25）18頁〔常本発言〕。
31　阿部・前掲注�　79頁。
32　立法学的な教育の実践例としては，岡田順太

「模擬国会のすすめ―立法政策論の実践的構築試
み―」総合政策論集〔東北文化学園大学〕６巻１
号133頁（2007年）。なお，立法学がたとえゼロか
らの政策立案を対象とするとしても，法的価値や

「制度知」についてのボローニャ以来の解釈学の
営為や判例の積み重ねなどを決して無視できず，
このことから立法学がたとえばご都合主義的な法
道具主義に陥らぬようにと警戒するものとして，
中山竜一『法学』９７－10２頁（岩波書店，2010年）。
33　学部段階では，法律以外の分野（政治学，経
済学，歴史学，文学，当学等）を主専攻（major）
として，幅広い分野を勉強する。田中英夫『英米
法総論　上』47－48頁（東京大学出版会，1980年），
同『ハーヴァード・ロー・スクール』７－８頁（日
本評論社，1982年）。
34　田中英夫『英米の司法』518－519頁（東京大
学出版会，1973年）。
35　一般論としていえば，「良いか悪いかは別と
して，高校までの学習は大学入試と関係し，ある
問いに回答が一つあり，それをうまく記憶してい
ればなんとかなるというものであることが多い」。
川岸令和「尽きぬ議論，憲法の愉しみ（特集　ゼ
ロから学ぼう法律学　法学入門2009）」法学セミ
ナー 652号９頁（2009年）。このことを前提とし
たうえで，「大学における憲法教育は，高校まで
の憲法についての教育がどのようなものであった
かを十分に認識したうえでなされなければいけま
せん」（常本，木下・前掲注（25）13頁〔木下発言〕）。
36　安念潤司は，大学の教員という「サービス産
業の片隅に身を置く一従業員にすぎない」ので，

「『教育はかくあるべし』式の理念・理想の類は持
ち合わせておらず，与えられた仕事の範囲内で少
しでも顧客満足度を高めることが使命だと心得て
いるだけである」と述べている。安念潤司「憲
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法・行政法の『融合教育』について」公法研究68
号100頁（2006年）。本稿は，ここでいわれる「顧
客満足度」を高めるために必要なことを提示する
試みであるといえよう。なお，安念論文では，「憲
法・行政法を融合した教育を心がけよ，という趣
旨の社命に接したので，なぜ融合させなければな
らないのかについて考えることもなく…」とある
ので，何をもって顧客満足の状態とするかについ
ては，その前提の限りでは不問とされている。本
稿も，この問題にはさしあたり立ち入らないが，
ここにいう「顧客」は教育サービスの「顧客」で
あり，眼前の顧客の主観的満足度を最大化させれ
ばよいと言ったような，「お客様は神様」的な迎
合的態度が望ましいわけではないということには
留意が必要である。
37　中教審答申・前掲注（16）35頁。
38　そもそも，初等中等教育段階で憲法教育を行
うこと自体に異論がありうることにも留意が必要
である。この論点については，西原博史「憲法教
育というジレンマ――教育の主要任務か，中立的
教育の例外か」戸波江二・西原博史編著『子ども
中心の教育法理論に向けて』72頁（エイデル研究
所，2006年），斉藤一久「憲法教育の再検討」同
書108頁以下等を参照。
39　たとえば，芦部信喜（高橋和之補訂）『憲法
　第四版』258頁（岩波書店，2010年），内野正幸

『表現・教育・宗教と人権』１13頁以下（弘文堂，
2010年）等を参照。
40　なお内閣法制局による近年の理解について
は，次の通り。「教育基本法は，その前文におき
まして，日本国憲法の精神にのっとりこの法律を
制定すると規定しておりますように，日本国憲法
の精神，理念を教育において具体化するために制
定されたものであり，また，その内容におきまし
ても，日本国憲法と密接に関連する重要な法律で
あ」り，「……教育基本法も，国法の形式としま
してはあくまでも法律でありまして，その形式的
効力におきましては他の法律と異なるものではな
い」が，「基本法という形式の法律の特色といた
しまして，国政における重要な分野につきまして
他の個別法律の解釈，運用に当たっての指針を示
すといった役割をこの教育基本法も有しておりま

すことは明らかでありまして，この趣旨は，御指
摘の最高裁判所の昭和51年のいわゆる旭川学力テ
スト事件判決〔最大版昭和51年５月21日刑集30巻
５号615頁〕におきましても，教育基本法におけ
る定めは，形式的には通常の法律規定として，こ
れと矛盾する他の法律規定を無効にする効力を持
つものではないけれども，一般に教育関係法令の
解釈及び運用については，法律自体に別段の規定
がない限り，できるだけ教育基本法の規定及び同
法の趣旨，目的に沿うように考慮が払われなけれ
ばならないというべきであると判示されておりま
すところだと考えております。」第165国会参議院
教育基本法に関する特別委員会会議録９号（平成
18年12月７日）365頁〔宮崎礼壹内閣法制局長官

（政府特別補佐人）発言〕。ちなみに，旭川学力テ
スト事件では，「同法（旧教育基本法のこと――
引用者）における定めは，形式的には通常の法律
規定として，これと矛盾する他の法律規定を無効
にする効力をもつものではないけれども，一般に
教育関係法令の解釈及び運用については，法律自
体に別段の規定がない限り，できるだけ教基法の
規定及び同法の趣旨，目的に沿うように考慮が払
われなければならない」と述べられていた。
41　以上の整理については，佐々木幸寿・柳瀬昇

『憲法と教育〔第２版〕』10頁（学文社，2009年）
〔佐々木幸寿執筆〕。

42　告示とは，「公の機関が意思決定または事実
を一般に知らせる形式」であり，国の場合は官報，
地方自治体の場合は公報に掲載するのが通常であ
るとされる。宇賀克也『行政法概説Ⅰ　行政法総
論〔第３版〕』７－８頁（有斐閣，2009年）。
43　なお，現行の教育基本法６条２項では，法律
に定める学校においては「体系的な教育が組織的
に行われなければならない」と規定されており，
教育基本法上に学習指導要領の根拠規定とも捉え
られる規定を置いている。
44　神田修・兼子仁編『ホーンブック　教育法』
63頁（北樹出版，1997年）。
45　詳細につき，市川須美子「学習指導要領の法
的性質」芝池義一・小早川光郎・宇賀克也編『行
政法の争点〔第３版〕』242頁（有斐閣，2004年）
を参照。
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46　最判平成２年１月18日判時1337号４頁。
47　なお，伝習館高校事件で問題となったのは，
旧学校教育法である点には留意が必要である。特
に，旧学校教育法上，学習指導要領の法的拘束力
を否定する論拠として有力であったのが，旧法が

「教科に関する事項」について文部科学大臣が定
めるとしているのであり，「教育課程」について
定める権限を認めていない，とするものであった。
しかし，改正により，「教科に関する事項」が「教
育課程に関する事項」と改められた結果，従来の
論理は，少なくとも法解釈上は通用しなくなって
いるからである。この点については，平原春好・
室井修・土屋基規『現代教育法概説〔改訂版〕』
103頁以下（学陽書房，2006年）参照。
48　懲戒処分を受けたのは３名の教師であった
が，地裁判決（福岡地判昭53年７月28日民集44巻
１号36頁）はそのうち１名の懲戒処分のみ認め，
２名の懲戒処分については取り消している。その
ため，控訴審では訴訟が２つに分かれて展開され
た。控訴審では，若干の理由づけの変化はあるも
のの，いずれも地裁判決の結論が支持された（福
岡高判昭58年12月24日民集44巻１号195頁，福岡
高判昭58年12月24日判タ519号107頁）。最高裁は，
前者の事件について教師側からの上告を棄却した
が（最判平２年１月18日判時1337号３頁），後者
の事件については，懲戒処分の妥当性を認め，破
棄自判の判決を下している（最判平２年１月18日
民集44巻１号１頁）。このうち，学習指導要領の
法規性について直接的に言及しているのは，前者
の事件についての最高裁判決である。
49　最判平成２年１月18日判時1337号４頁。
50　平成22年４月１日から総則の一部，総合的な
学習の時間及び特別活動について先行して実施さ
れることとなっている。なお，中学校における移
行措置として，数学及び理科の内容を前倒しして
実施することとしたことに対応して，高等学校の
数学，理科及び理数の各教科・科目については，
平成24年４月１日の入学生から年次進行により先
行して実施される。「高等学校学習指導要領解説
公民編」２頁。
51　法教育についての新学習指導要領上の扱われ
方について，神山弘「学習指導要領の改訂に関す

る中央教育審議会答申について」ジュリスト1353
号13頁（2008年），田中秀和「新学習指導要領に
おける法教育の位置づけ」法律のひろば61巻５号
13頁（2008年），橋本康弘「『法教育』実践のため
の覚書――小・中学校新学習指導要領を読み解く」
自由と正義59巻10号31頁（2008年），菊地史晃「小・
中・高等学校における法教育の位置づけについて」
法律のひろば63巻６号18頁（2010年）等を参照。
52　新学習指導要領では，「広い視野に立って，
現代の社会について主体的に考察させ，理解を深
めさせるとともに，人間としての在り方生き方に
ついての自覚を育て，平和で民主的な国家・社会
の有為な形成者として必要な公民としての資質を
養う。」とされている。
53　「現代社会」又は「倫理」「政治経済」を，す
べての生徒が履修する。文部科学省『高等学校学
習指導要領解説　公民編』９頁（平成17年12月，
平成17年１月一部改訂），文部科学省『高等学校
学習指導要領解説　公民編』５頁（平成21年12月）。
54　「倫理」においても，「人間の尊厳」について
理解を深めさせるとされており，憲法との関わり
があるが，ここでは触れない。
55　平原・室井・土屋・前掲注（47）107頁。
56　最判平成２年１月18日判時1337号４頁。
57　福岡高判昭58年12月24日判タ519号91頁。
58　教科書検定制度の問題点としては，修正意見
や改善意見などの「合格留保」があること，「修
正機関の制限で文科省の思いどおりに修正」でき
ること，「改定検定」が廃止されたこと，「文部科
学大臣の訂正勧告権」，「学習指導要領の『内容の
取扱い』が検定基準に」なったこと，「検定基準
の『創意・工夫』の規定をなくした」こと，「申
請図書（白表紙本）の非公開」，「検定意見の通知
時間の制限」，「教科書調査官制度の問題」などが
挙げられている。この点については，子どもと教
科書全国ネット21編俵義文代表執筆『最良の「教
科書」を求めて』49－５４頁（つなん出版，2008年）
を参照。
59　平成元年４月４日文部省令第20号（http://
www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoukasho/
kentei/021201.htm）。
60　戦前の教科書検定制度については，高橋史朗
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『教科書検定』58－99頁（中公新書，1988年）。
61　現在の教科書検定制度の概要につき，文部科
学省ホームページ「教科書制度の概要」（http://
www.mext.go.jp/a_menu/shotou/kyoukasho/
gaiyou/04060901.htm）を参照。
62　http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/
kyoukasho/1260042.htm
63　http://www.mext.go.jp/b_menu/hakusho/
nc/1284728.htm
64　なお，同様に教科書検定の手続および基準と
その法的性質をまとめたものとして，野村武司「教
科書検定の法的性質」・前掲注（45）242－243頁を
参照。
65　家永教科書訴訟の展開を詳しく解説したもの
として，兼子仁，市川須美子編『日本の自由教育
法学』163頁以下（学陽書房，1998年），兼子仁・
吉川基道『教育裁判』（学陽書房，1980年）40－
44頁，高橋史朗・前掲注�，87－99頁などを参照。
66　家永の『新日本史』の検定経緯は次の通りで
ある。1952年の検定申請の際には，大逆事件の記
述を修正すべきこと，日露戦争が国民によって支
持された戦争と明記すべきことを理由に不合格と
なったにも関わらず，家永が何らの訂正を加えず
に再申請したところ検定合格し，1953年度から教
科書として用いられた。その後，『新日本史』初
版に全面的な改訂を行い，1955年に検定申請を
行ったところ，216か所の修正を求められたが，
再度，何ら訂正を加えずに再申請したところ検定
合格し，1956年度から『新日本史』再訂版が発行
された。その後，同様の過程を経て，1959年から
三訂版，1962年から四訂版が発行されていた。
67　具体的には，「古事記」・「日本書紀」につい
ての記述削除，大日本帝国憲法は公布の日まで秘
密にされたという記述の修正，明治憲法のもとで
は学問の自由が保障されておらず研究を妨げられ
る学者も多かったという記述の修正，戦争の写真
などが暗すぎるため修正することなどが求められ
た。
68　東京地判昭和49年７月16日判時751号47頁（い
わゆる高津判決）。ちなみに，学習指導要領につ
いては，教科書検定基準であることを限度として，
法的拘束力を有するとされた。

69　東京高判昭和61年３月19日判時1188号１頁。
70　最判平成５年３月16日民集47巻５号3483頁。
71　ただし最高裁は，文部大臣の諮問機関である

「教科用図書検定調査審議会の判断の過程（検定
意見の付与を含む）に，原稿の記述内容又は欠陥
の指摘の根拠となるべき検定当時の学説状況，教
育状況についての認識や，旧検定基準に違反する
との評価等に看過し難い過誤があって，文部大臣
の判断がこれに依拠してされたと認められる場合
には，右判断は，裁量権の範囲を逸脱したものと
して，国家賠償法上違法となる」と述べている。
この点については後述する。
72　一部不合格となった部分は，1963年の検定の
際に修正指示がなされたことを受けて削除・修正
した箇所を，1966年の改訂を機に家永が復活させ
た部分である。
73　東京地判昭和45年７月17日判時597号３頁（い
わゆる杉本判決）。ちなみに学習指導要領につい
ては，これを法的拘束力あるものとして現場の教
師に強制することは妥当ではないと述べている。
74　東京高判昭和50年12月20日判時800号19頁。検
定制度の違憲・違法については，特段の事情が認
められない本件では判断する余地が無いとした。
75　最判昭和57年４月８日民集36巻４号594頁。
76　東京高判平成元年６月27日判時1317号36頁。
77　1980年度新規検定条件付合格処分の際には，
約420か所の削除・修正を求める検定意見が付さ
れたのであるが，本件では，「新仏教の出現」，「草
莽隊」，「南京大虐殺」に関する記述の削除・修
正を求める部分の合憲性が争点となった。次に，
1982年度の正誤訂正申請不受理では，「南京大虐
殺」の記述の訂正が受理されなかったことが争点
となった。そして，1983年度改定検定条件付合格
処分については，1980年の検定を受けて出版され
た『新日本史』の記述のうち，84箇所の改訂を加
える改定検定の申請に対して，70か所について検
定意見が付されるとともに，「日本軍の残虐行為」，

「七三一部隊」，「沖縄戦」等の記述の６か所につ
いて申請が認められなかったことが争点となっ
た。
78　東京地判平成元年10月３日判タ709号63頁。
79　東京高判平成５年10月20日判時1473号３頁。
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80　最判平成９年８月29日民集51巻７号2921頁。
81　「看過し難い過誤」の有無で違法性を判断す
る手法は，伊方原発訴訟最高裁判決（最判平成４
年10月29日民集46巻７号1174頁）で示された手法
であり，「実体的判断代置方式」でも，｢判断が社
会通念に照らし著しく妥当性を欠くことが明らか
であるかどうかについて〔のみ〕審査する方式」
でもなく，「それらの中間的な審査方法」であり，

「判断過程の合理性について審査するもの」であ
る。山下義昭「専門技術的判断と裁判所の審査」
小早川光郎・宇賀克也・交告尚史編『行政判例百
選Ⅰ〔第５版〕』151頁（有斐閣，2006年）。すな
わち，「裁判所が行政庁の立場に立って判断をや
り直すのではなく，第三者的立場から行政庁の判
断過程の合理性を審査する方式」（宇賀・前掲注

（42）306－310頁）である。
82　独立行政法人大学入試センター法では，入試
センターは「大学に入学を志願する者に対し大学
が共同して実施することとする試験に関する業務
等を行うことにより，大学の入学者の選抜の改善
を図り，もって大学及び高等学校（中等教育学校
の後期課程及び特別支援学校の高等部を含む。以
下同じ。）における教育の振興に資することを目
的とする」と定める（３条）。そして，この目的
を達成するために，「大学に入学を志願する者の
高等学校の段階における基礎的な学習の達成の程
度を判定することを主たる目的として大学が共同
して実施することとする試験に関し，問題の作成
及び採点その他一括して処理することが適当な業
務を行うこと」（13条１号）をその職務の一つと
しているが，ここから，大学入試の範囲に対する
教科書のインパクトを読み取ることが可能であ
る。
83　ちなみにアメリカでは，教科書の採否を決定
する権限を強調して，検定教科書は明らかに政府
言論であるとした連邦高裁判決があり，興味深い。
Chiras v. Miller， 432 F.3d 606 (5th Cir. 2005)．
84　検定教科書を執筆した経験のある内野正幸に
よれば，第一次家永訴訟最高裁判決は，「高校用
教科書のあり方についての学問的吟味をふまえて
それを執筆する自由というものにかんしても，き
ちんとした検討がなされるべきであった」として

いる。内野正幸『教育の権利と自由』37頁（有斐
閣，1995年）。家永教科書訴訟については，その
他にもさまざまな批判がある。たとえば，梅原利
夫編『教科書裁判から教育を考える』64頁以下（国
土社，1993年）などを参照。
85　ただし，杉本判決では，初等中等教育の生徒
と大学の学生との間の違いに対する「教育的配慮」
の要請が，すなわち教育学的対応としての配慮と
理解され，したがってここに教師の教育の自由の
大幅な余地を読み取る，という構造になっている。
86　戸松秀典「法教育と憲法」ジュリスト1404号
11頁（2010年）。
87　たとえば，斉藤一久は，憲法理解についての
典型的な誤解としてしばしば登場する「国民の憲
法を守る義務」を例に出しながら，「立憲主義的
な肌感覚」を身につけることの必要性を説いてい
るが（斉藤・前掲注（15）30－32頁），この誤解が，
教科書に起因したものなのか，それとも教師の誤
解に由来するものなのかを調査するためにも，教
科書の記述に着目することが必要不可欠であろ
う。
　なお，大学以前の初等中等教育段階において，

「立憲主義的な肌感覚」を身に付けさせることが
必要か否かについては議論がある。たとえば佐藤
幸治は，「特に子どもたちに「基本的人権」」を教
えるということを考えたとき……「君たちや君た
ちの親が日常生活の場で『人権侵害だ』というこ
とがあると思う，また，先生が君たちにいじめは
するなと言ったりすることがある，しかしそれは
憲法に言う『基本的人権』とは何の関係もないこ
となんだ」，こういう前提で子どもたちに「基本
的人権」を教えることができるのかどうかです
ね。「憲法が保障する人権」と「理念としての人権」
があって，「憲法が保障する人権」は君たち相互
の関係，国民の相互間の関係には全く関係がない
ことだ，いわゆる部落差別というのは実は憲法上
の問題ではない，というような説明の仕方では，
子供たちに果たして迫力を持って「基本的人権」
を教えられるかですね。〔原典改行〕他方，間接
効力説のような説明ではどうか。それは法律家の
中の技巧的な説明の仕方ではないか。中学や高校
の段階でわかってもらえるか，心許ないように思
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われます」と述べる（佐藤幸治「日本国憲法が保
障する［基本的人権］の意味について――［法教
育］との関連で」大村，土井編・前掲注⑼　109頁）。
戸松秀典も，必ずしも近代立憲主義に由来する伝
統的な憲法学に拘泥する必要はなく，議論を重視
する憲法教育の必要性を説いている。戸松・前掲
注（86）12頁。
　なお，以上の議論は，あくまで児童・生徒に教
える段階で，「立憲主義的な肌感覚」まで教える
べきかをめぐる対立であって，教師の側がそうし
た肌感覚を備えておかなければならないことは当
然の前提となっていると思われるが，それが達成
されているかどうかは疑わしい。この点について
は，横大道・岩切・大林・手塚・前掲注（２）を参照。
88　なお，法教育の文脈ではあるが，中学校の公
民教科書を分析したものがある（関東弁護士会連
合会（編）『法教育――21世紀を生きる子どもた
ちのために』155頁以下（現代人文社，2002年））。
そこでは，主に中学校の公民教科書では，憲法に
ついて広く知識を網羅しているものの，記述が総
花的であり，憲法の価値理念を読み取ることが不
可能な表層的な羅列に過ぎない，と結論付けられ
ている。
89　ここでは取り上げることができないが，もち
ろん，高校での教育レベルが教科書のみならず，
学習指導要領の水準に達しないものである場合の
方が，――リメディアル教育が近年盛んに言われ
ていることが示すように――全国的に見た場合多
いだろう。未履修問題，学級崩壊，学力低下な
ど，初等中等教育が取り組まなければならない課
題が多くあるという背景の下，高校教科書の内容
をしっかり把握できる高校生はごく少数（であろ
うと思われる）という状況，つまり理念と現実と
が乖離しすぎている（かもしれない）状況を，教
育行政はどのように考えているのだろうか，そし
て我々はどう考えるべきだろうか。
90　教師の自律性については，大桃敏行「教師の
教育の自由と親・住民・行政」広田編・前掲注（３）
107－108頁。

※�本稿で引用したホームページの最終閲覧日は，
2010年８月10日である。




